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■■　2018年の農薬取締法改定について■■　
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１　　t31201#農薬取締法改定が俎上に、(その1)　農水省版「人も蜜蜂も」#17-08
【関連記事】改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
【参考サイト】農水省：農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　農薬登録制度に関する懇談会の頁

　7月13日に開催された第17回農業資材審議会農薬分科会（配布資料）で、農薬取締法(以下農取法という)そのものの改定に取組みはじめることがわかりました。

★2003年の改定農取法以後の動き
【参考サイト】農水省；第17回農薬分科会資料にある
これまでの農薬取締行政の国際調和の取組について

　2002年に発覚した無登録農薬事件を契機に、2003年に適用違反の農薬使用者に罰則を科するなど農取法改定が実施されて以後、同法の大きな改定はありません。
　農水省では、その後、消費･安全局長が私的に「農薬登録制度に関する懇談会」を設置し、2007年12月に第一回の会議(議事概要と配布資料)が開催され、農薬のリスク管理について、現状と刷新についての論議が開始されました。
　この懇談会の意見をもとに、農水省は、2009年9月に「我が国における農薬登録制度上の課題と対応方針 」をまとめました(記事t21801参照。対応方針)。その後、国際調和を謳い、2011年には、作物残留試験についての通知改定が実施され(記事t23502参照)、2014年には、ＯＥＣＤとの整合性をとるため、登録申請書式をドシエ方式としました(記事t27101参照)。
　さらに、つづいたのが、2016年9月に始まった、原体規格の導入以後の一連の農薬登録申請に関する農薬取締法施行規則や関連通知の改定の実施です(記事t30902参照)。

★農水省の改定の狙い
【関連記事】5・31集会案内と集会報告：記事t31002、記事t31102

　わたしたちは、5月31日開催の農薬危害防止運動へ消費者・市民からの提案集会「今こそ人とミツバチ等への農薬被害を食い止めよう」で、従来の通知や指導だけでなく、農取法の改定を求めました。これに呼応するように、農水省が法改定を俎上にあげましたが、その目的や農薬についての認識は、わたしたちの考え方と大きな隔たりがあります。まず、農水省の資料「農薬取締行政の改革について」をみてみましょう。

★国際調和を強調するが
【参考サイト】農水省；第17回農薬分科会資料にある
農薬取締行政の改革の方向性について
　　　　　　　　　　　　国際標準を踏まえた規制のあり方と今後の改革方針

　「背景と目的」で、農水省は以下のように主張します。
　『効果が高く安全な農薬を迅速に供給できるようにすることは、国民に対する安全な
　農産物の安定供給のために不可欠であるとともに、農業者の生産コストの引下げや農
　産物の輸出促進、高い開発力を有する農薬メーカーの海外展開にも資するものである。
　　農薬を使用された農産物の輸出を促進するためには、我が国の制度を国際調和させ
　ることが不可欠である。
　　先般成立した農業競争力強化支援法においても、農薬に係る規制について、より安
　全な農薬の安定供給や農薬登録制度の国際調和を図るべく、最新の科学的知見を活か
　し、合理的なものに見直していくこととされている。』
　『農薬の登録制度について、効果が高く安全な農薬の開発・供給を促進できるよう改
　善していくことが必要である。
　　科学的に安全であることを証明できた農薬だけ市場流通させる仕組みは、先進各国
　で共通であるが、我が国では、欧米では既に導入されている以下のような仕組みの導
　入が進んでいない。』
　との認識を示した上、次の２点を挙げました。
①農薬が人や環境に影響を及ぼす可能性（リスク）を事前に把握し、その問題の発生を未然に防ぐという「リスクアナリシス」の考え方で農薬の登録時の評価を行う。
② 農薬の登録後の科学の発展に伴い明らかになる新たな知見に対応して、農薬の安全性を定期的にその時点の最新の科学に照らして「再評価」する。
　そして、改革事項の内容に応じ、農薬取締法を含めた関連法令及び通知の改正を行った上で、施行までに一定の準備期間を経て、平成 33 年度を目途に再評価制度等を導入する予定、としました。
　要は、農薬について、欧米で実施されている仕組みを導入し、同様の制度下におこうというわけで、そのことにより、農業競争力を強化し、農薬が使用された農産物の輸出を促進するというのが、改定の大きな目的です。
　「国際標準を踏まえた規制のあり方と今後の改革方針」には、農薬の開発、登録、製造(品質管理)、販売、使用、回収・廃棄に分け、国際標準を踏まえた規制のあり方／我が国の現行制度とその課題／改革の方向性についてが一覧表で示されていますが、農薬を減らそうとの方向性は窺えません。
　再評価制度の導入については、次号以後にまわし、今号では、「その他の改正事項について」を取り上げます。

［農水省の農取法改定（人の問題）］
　改正事項のトップは「農薬使用者の安全に関する評価の改善」で、農水省のいう「人」は、農薬使用者のことであることがわかります。まず、何が書かれているか見てゆきましょう。
　(1) 我が国の現状
　　(a) 農薬使用者の安全は、その農薬の毒性に応じて防護装備を着用するよう注意事項を
　　　付すことで確保することが原則。
　　(b) 暴露量が多くても使用方法の変更を指示することはなく、また、暴露量の少ない農薬
　　　について過剰な防護装備を義務づける場合もある。
　　(c) 登録されている多くの農薬では、急性毒性の強さに基づいてのみ注意事項が付されて
　　　おり、現在のリスク評価は農薬使用者の安全を評価する上で実質的に機能していない。
　(2) 改善の方向性
　　(a) 農薬使用者の安全に関する評価を、毒性の強さのみ評価するハザードベースから、
　　　「毒性の強さ」及び「使用方法に従って使用したときに皮膚や吸入を通して摂取する
　　　暴露量」を考慮したリスクベースの安全性評価に変更する。
　　(b)登録を受ける使用方法ごとに評価する。暴露量が毒性指標を超えなければ登録。
　　(c)毒性指標を超えた場合でも、使用方法の変更（使用量を減らす、より暴露の少ない剤型
　　　への変更等）や、使用時の防護装備着用の義務づけ等により、農薬使用者への暴露量を
　　　軽減して農薬使用者の安全を確保できれば登録可能。
　　(d)より暴露量の少ない農薬、使用方法に変えていくことにより、農薬使用者への暴露の
　　　未然防止を推進。周辺住民等の暴露の低減にも繋がる。
　　(e)具体的には、以下を実施。
　　　・毒性と暴露量を考慮したリスクベースでの新たな評価法の枠組みを策定。
　　　・農薬使用者の安全性を評価するため、暴露経路（経皮及び吸入）を考慮に入れた毒性
　　　　指標を導入。
　　　・農薬使用者の暴露量を、農薬の使用方法の違いによる暴露の実態を反映して算出する
　　　　方法を検討。
★農水省のいう「人」とは
　「人」の安全とは、農薬使用者の被曝防止であり、一般人については触れられていませんが、食品中に残留する農薬の摂取防止ということになるのでしょうか。
　日本では、住宅地に近接した水田や農地や森林等だけでなく、公共施設や公園などの植物栽培に農薬が多く使われます。
　農薬使用者の家族の安全や5･31集会で私たちが取り上げたクロルピクリン使用地周辺、ｐｐｖ対策と称する民家の庭先にある梅のアブラムシ駆除への殺虫剤散布、その他、美観保持や除草のための住宅地での農薬使用による住民被曝の問題は、どこにも触れられていません。通知「住宅地等における農薬使用について」は、どこへ消えたのでしょう。
　上記の資料では、『農薬使用者への暴露の未然防止を推進。周辺住民等の暴露の低減にも繋がる。』となっているだけです。

［農水省の農取法改定（蜜蜂の問題）］
　一方、環境に関連して、農水省は蜜蜂対策をどう考えているのでしょう。資料「蜜蜂への影響に関する評価の改善」から紹介します。
　(1) 背景
　　(a) 蜜蜂の減少の主な原因として、欧米では、「栄養不足」、「ダニ等の寄生虫」、「病気」、
　　　「農薬」等が挙げられており、いくつかの要因が複合的に影響していると考えられている。
　　　我が国においても、農薬の関与が疑われ　る蜜蜂の被害が毎年発生しており、現行の
　　　対策の実施に加え、更なる取組が必要。
　(2) 我が国の現状
　　(a) 農薬登録に係る蜜蜂への要求試験は、成虫での急性毒性試験（経口あるいは接触）のみ。
　　(b) 登録されている農薬では、成虫への急性毒性の強さに基づいてのみ注意事項を付しており、
　　　農薬の暴露量を考慮したリスク評価とはなっていない。
　(3) 改善の方向性
　　(a) 農薬登録に係る蜜蜂への影響評価を、蜜蜂への毒性のみ評価するハザードベースから、
　　　「蜜蜂への毒性の強さ」及び「蜜蜂への農薬の暴露量」を考慮したリスクベースの
　　　安全性評価に変更する。
　　(b) 暴露量の算出に当たっては、我が国の農薬の使用方法を考慮する。
　　(c) 個々の蜜蜂への影響だけでなく、蜂群単位への影響を評価できるか検討する。
　　(d)具体的には、以下を実施。
　　　・蜜蜂への農薬の暴露経路を考慮し、幼虫への影響や成虫への慢性毒性影響、蜂群への
　　　　影響を評価するための、段階制の評価法とデータ要求を導入。
　　　・暴露量を算出するため、作物や農薬の使用方法を考慮した暴露シナリオを策定。
　　　・リスクの程度に応じたリスク管理措置（使用方法の変更、注意事項の義務づけ
　　　等）を検討。
★農水省のいう環境・蜜蜂とは
　ミツバチ等への農薬影響についての試験については、私たちも『花粉媒介昆虫への影響試験を義務づけ、毒性に応じて、ランク付けを行い「蜜蜂等危害性農薬」(仮称)を指定する。』を求めましたが(記事t31202271号参照)、農水省の対策は、いつも、農薬は適正に使えばよいという立場で、あらたな試験を義務づけてはきませんでした。
　今回示された上記の「蜜蜂への影響に関する評価の改善」は、いままでの軌道修正にもみえますが、蜜蜂は養蜂ミツバチを意味し、野生のミツバチやポリネーター保護についての言及はありません。

★環境省にまかせた生態影響評価の改善
　ミツバチ以外の生物への影響評価について、わたしたちは、の水産登録保留基準の記事でも触れたように、トンボ、ヤゴ、両生類、野鳥、土壌生物、生態系への影響などの評価を求めています。人も含め生物多様性の保持こそが、地球上の生命の存続の証しとなるからです。
この資料にある環境省の取組みは以下。

［環境省の農取法改定(生態影響問題)］
　(1) 我が国の現状 

　　(a)農薬の生態影響に関するリスク評価の対象生物が水産動植物に限られているため、
　　　生態系保全の観点からは不十分。 

　　(b)第４次環境基本計画（平成 24 年 4 月 27 日閣議決定）では、「農薬については、
　　　水産動植物以外の生物や個体群、生態系全体を対象とした新たなリスク評価が可能と
　　　なるよう、科学的知見の集積を図りつつ、検討を進める」とされており、水産動植物
　　　以外の生物に対する影響調査を実施中。 

　(2) 改善の方向性 

　　(a)農薬の生態影響評価を改善するため、評価対象を水産動植物から拡大し、
　　　　農薬登録保留基準を設定。 

　　(b)具体的には、以下を実施。 

　　　・水産動植物以外の水生生物及び陸生生物に対する生態影響の評価を行うため、
科学的知見と国際的な標準との調和を踏まえ、試験生物を選定するとともに、
毒性試験方法を策定。 

　　　・農薬が環境中で試験生物等に与える影響について調査・検討し、暴露量を算出すると
　　　　ともに、当該影響についてのリスク評価手法を策定。 

　　　・試験生物による評価結果から農薬の使用が生態に著しい影響を生じさせるおそれが
　　　　ある場合に登録を保留するための基準値を設定。
　環境省の第58回農薬小委員会では、上述の農水省の改善の方向性の具体的実施内容のあとに、つぎの「見直しの進め方」が追加されています。
　　(a)農薬の生態影響について、これまでの調査結果や欧米等における評価状況等について、
　　　中央環境審議会土壌農薬部会及び農薬小委員会に順次報告。 

　　(b)水産動植物以外の生物の影響評価により農薬登録を保留する措置を講じるためには
　　　農薬取締法の規定の一部を改正する必要があるため、関係省庁と対応を協議。 

　　(c)具体的な評価対象生物やリスク評価の方法等は専門家からなる検討会で予備的な
　　　検討を行い、その後中央環境審議会の意見を伺った上で告示等を改正。

２　　t31301#農薬取締法改定が俎上に、(その２)農水省の目指す再評価制度とは 　#17-09
【関連記事】記事t31201。

改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
【参考サイト】農水省：農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　農薬登録制度に関する懇談会の頁

　記事t31201つづき、農水省が示している農薬取締法改定方針の内容を紹介します。
　農取法では、登録農薬の使用が、人や環境に悪影響を与えることを防止するため、第六条の三（職権による適用病害虫の範囲等の変更の登録及び登録の取消し）で、 農水大臣は、適用病害虫の範囲や使用方法を遵守しても、以下のような事態が生ずると認められるに至つた場合において、これらの事態の発生を防止するためやむをえない必要があるときは、その必要の範囲内において、当該農薬につき、その登録の変更や登録取り消すことができる、となっています。
　①使用に際し、危険防止方法を講じた場合においてもなお人畜に危険を及ぼすおそれ

　　があるとき。(人畜とは、人や家畜のほか、養蜂や養蚕などの飼育昆虫も意味する)

　②当該農薬がその使用に係る農作物等の汚染が生じ、かつ、その汚染に係る農作物等

　　の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。

　③農地等の土壌の汚染が生じ、かつ、その汚染により汚染される農作物等の利用が原

　　因となって人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。

　④その使用に伴うと認められる水産動植物の被害が発生し、かつ、その被害が著しい

　　ものとなるおそれがあるとき。

　⑤水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生

　　ずるおそれがあるとき。

　要するに、農取法は、人や環境に被害が起こった場合の後対策としての、登録変更や取消であり、予防的な使用規制することはなく、農作物の生産を第一に考えたものです。使用上の注意を守り、適正に使用すればよいとしてきたのが、行政や業界であることを念頭において、農水省の再評価制度がどのようなものかを、資料｢国際標準を踏まえた農薬規制のあり方と今後の改革の方向性｣でみていきましょう。

★「世界一厳しい」制度でなかった農取法
【参考サイト】農水省：第17回 農業資材審議会農薬分科会配付資料にある
　　　　　　　　国際標準を踏まえた農薬規制のあり方と今後の改革の方向性と農薬取締行政の改革について

　農水省が「農取法の課題及び改革について」であげている主な事項の概要（文中⇒は方向性）を示します。
【登録について】

　・食品に残留した場合の健康影響に関しては、リスク評価の前提となる暴露の評価が

　　十分ではない⇒食品に残留した場合の健康影響に関しては、十分な作物残留試験

　　データを確保し、より充実した暴露評価を実施する 

　・使用者の健康への影響に関しては、リスク評価が実施できていない ⇒使用者の健康

　　への影響に関しては、毒性のみを考慮した評価から、毒性と暴露を考慮したリスク

　　評価に転換する

　・家畜のうち蜜蜂について、毒性のみを考慮した評価を行っているが、農薬の関与が

　　疑われる被害が毎年発生している⇒蜜蜂への影響に関して、毒性のみを考慮した評価

　　から、毒性と暴露を考慮したリスク評価に転換する 

　・環境への影響に関しては、水産動植物への影響のみを評価している⇒環境中の動植物

　　への影響に関しては、水産動植物だけでなく、陸生の動植物への影響も評価する

　・農薬の登録審査のうち、審議会に意見聴取せず評価しており、評価の過程が不透明

　　な部分が存在 ⇒登録審査の過程で、使用者等への安全性評価について、農業資材審議会に

　　意見聴取し、公開の場で審議する

【販売について】

　　登録の失効後であっても、既に流通しているものは販売を法律上禁止してはいない

　　⇒農薬の登録の失効後の販売を、原則として一定期間に制限する

【使用について】

　・製造者は、農薬の使用方法や注意事項等の正しい情報を農薬のラベルに記載する義務

　　⇒情報の伝達方法を改善

　・使用者は、ラベルに記載された使用方法を遵守する義務 ⇒使用者及び蜜蜂への影響

　　に関する使用上の注意事項について、使用者に遵守を徹底する 

　・登録の失効後であっても、既に流通しているものは使用を法律上禁止してはいない

　　⇒農薬の登録の失効後の使用を、原則として一定期間に制限する。特に、人や環境

　　へのリスクが高いことが判明し、登録を取り消した農薬は、直ちに使用を規制する 

【回収・廃棄について】

　　販売禁止農薬に指定されたものは、製造者及び販売者に、回収の努力義務 

　　⇒人や環境へのリスクが高いことが判明し、登録を取り消した農薬は、製造者及び

　　販売者が回収する

【登録後の科学の発展に対応した安全確定】

　・農薬製剤ごとの3年間隔での再登録　　の仕組みが存在⇒登録された全ての農薬について、

　　有効成分ごとに定期的に、その時点の最新の科学に基づく再評価を行い、登録の継続、

　　変更又は取消しを判断する 

　・国際的な再評価の実績等を考慮し、再評価は 15 年間隔で実施する 

　・既に登録されている農薬については、毒性や使用量に基づいて優先度を付して、

　　2021年度以降、順次再評価する 

　・人や環境への被害の発生防止のためやむを得ない場合は、農林水産大臣の職権で

　　登録の変更又は取消しが可能 ⇒新たな科学的知見により登録基準を満たさなくなる

　　おそれがある場合、適時必要な評価を実施し、登録の変更又は取消しを判断する

★農水省の目指す再評価制度の方向性
　農取法の上述の欠陥を是正するために、農水省は、欧米の制度を利用しようとしていますが、公表されたのは、方向性だけであって、具体的な法条文や運用をどうするかは、今後のわたしたちの運動次第です。
　以下に、農水省資料「再評価制度について」全文を示します。
１．  経緯と現行制度の問題点 

　・安全な食品の安定供給のため、農薬の登録とその安全性評価は必須である。新規登録時には

　　数多くの試験結果をその時点での最新の科学に基づいて評価し、ヒトや環境生物に

　　安全と認められたもののみが登録され、上市される。 

　・いったん審査を受けて登録された農薬であっても、科学の進歩によって必要とされる

　　データの種類およびそのレベルとデータの評価法は変化する。また、抵抗性や、

　　時代に応じた農業施策・防除方法に対応した使用方法に変更していく必要もある。 

　・そのため、欧米では有効成分ごとに定期的に再評価を実施し、防除効果があり、最新の

　　科学的基準から見て安全性の高いもののみが市場に流通する仕組みとなっている。

　　また、定期的再評価はCodexでも1992年から導入されている。 

　・我が国にはこのような定期的な再評価制度がなく、欧米での再評価の結果、安全性

　　に懸念ありとして登録抹消された古い剤も再評価を受けないまま維持されている。

　　従って、科学の進歩に伴って、欧米で必要とされている新しいデータを申請者が

　　作成する動機もない。 

　・一方で、再評価制度がないため、新しい基準やガイドラインの導入のたびに評価が

　　必要となり、評価側、申請者側ともに負担が大きい。 

２． 欧米での農薬の再評価制度の概要 

　・すべての有効成分とそれを含む農薬を登録後10年から15年おきに再評価。科学の進歩に

　　対応した最新の基準に照らしてヒトの健康や環境に対して安全であることを確認。 

　・欧米ともに、再評価制度は下記のように二つの段階を設けて実施。 

　　①定期的な再評価を導入する前にすべての定期的な再評価を導入する前にすべての

　　　既登録剤について新規剤と同様の再登録審査を実施（EU指令  Dir. 91/414/EEC、

　　　および、FIFRA 1988年改正）。 

　　・優先度の高いものから実施。 毒性上の懸念の高いもの、及び、使用の多いものを

      上位に位置づけ。必要に応じて、環境影響も考慮。 

　　・再登録した剤はその時点の最新の基準に基づき安全性を担保。 安全性に懸念がある剤は

      登録抹消、あるいは、リスク低減のための使用制限をした上で再登録。ただし、

      将来的に常に安全と判断できることを保証するものではない。 

　　・欧州は1993年～2009年、米国は1988年～2008年にかけて再登録を完了。 

　　②定期的な再評価：上記①により再登録した各剤、および、その間に新規登録した

　　　剤について、それぞれの再登録あるいは登録を起点にして10年から15年おきに再評価を実施。 

　・欧米ともに①を終了し、現在は②の定期的な再評価を実施中。 

　　①欧州：法（EC 1107/2009）で手続きを定めて開始。各剤について登録期限の3年前に

　　　データを添えて申請するようスケジュールを提示し、申請されたデータを順次評価。

　　　2019～2021年に登録期限となる剤について再評価スケジュールを公表したところ。

　　②米国：法（FIFRA、1996年改正）に基づき、2007年10月1日時点で登録のあるすべての

　　　剤について再評価を実施中。15年以内（2022年10月1日まで）に完了予定。2017年までに

　　　評価を開始する剤のリストを公表。 

３． 導入する制度 

　・登録のあるすべての農薬について、最新の科学的水準のもとで安全性や品質が担保

    できるよう定期的に再評価する。また、製造方法の変更にも対応できるようにする。

   ［コメント］研究「論文や環境調査などの情報窓口を設け、適宜実施すべき。
　・制度導入時点で既登録の農薬については、有効成分ごとにまとめて優先度を決定。

   優先度にしたがって2021年から再評価を開始する。

   ［コメント］欧米で評価が終わった有機リン剤ほかの農薬は、早急に規制するべきだ。
　・現行の農薬製剤ごとに行っている3年に1回の再登録の手続きを廃止する。

   ［コメント］私たちは、現行の3年間再登録までに、人や環境影響データなどの集積し、

    対応すべきと主張。 
　・再評価によって新規剤の評価が遅れないように留意する。 

　・再評価とは別に、安全性や抵抗性に問題があることが判明した場合には、リスクの

    程度に応じて農林水産省の判断で登録の変更あるいは取消ができるようにする。 

　・制度の概要 

　①有効成分ごとに定期的に再評価する制度を導入する（2021年4月）。それ以降、登録

　　されているすべての農薬について、定期的に最新の科学に基づいた安全性評価やラベル

　　の有効性の検証を行うようにする。 

　②再評価までの期間は、最初にその有効成分を含む農薬が登録された時点、または最後に

　　再評価された時点を起点にして15年おきとする。 

　③2021年3月末時点で既登録の農薬は、有効成分ごとにまとめて優先度を決定。優先度に

　　したがって1回目の再評価を2021年に開始し（15年を超えるものもあるが、可能な限り早く）、

　　登録の継続、変更、取消を決定する。 

　④再評価にあたっては、その申請時点でのガイドラインに対応したデータの提出を求め、

　　新しい科学的知見、技術的知見、モニタリング結果等に照らして評価する。各試験

　　ガイドラインはOECDガイドラインの改定にあわせ随時更新する。 

　⑤評価結果に基づき、原体規格の設定及び毒性指標（ADI、ARfD等）、使用基準、残留基準等を

　　確認または再設定する。  

４．スケジュール

　・方針決定、既登録農薬の再評価について優先度設定の原則の策定： 2017年

　・既登録農薬の優先度及び再評価スケジュールの決定： 2018年

　・評価体制の整備、各種リスク評価法の改善に関する検討、メーカーによる再評価に向けた

　　追加データ作成： 2017年～2021年

　・再評価開始： 2021年
　・これらのスケジュールに合うよう、必要な法制度を見直していく。

３　　t31401#農薬取締法改定が俎上に、(その３)　農薬の受動被曝を防ぐには#17-10
【関連記事】記事t31201、記事t31301。改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
【参考サイト】農水省：農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　農薬登録制度に関する懇談会の頁

　わたしたちは、いままで、農薬による人や環境への悪影響をなくすために、さまざまな要求を農薬行政につきつけてきました。その根底にあるのは、農薬のように生命現象にマイナスの影響を与える有害物質を開放系にばらまくことは、できる限り止めるべきだという考えで、以下を大きな目標にしてきました。
　①農薬使用者が、自らの健康を守るため農薬の危険性を知り、その使用を減らすこと、

　②農薬散布による受動被曝を強いられる一般の人たちが健康被害を受けないこと、

　③環境中の生物多様性の維持と生態系を保護すること。

　前２回の連載で、おもに、農水省の改定の方向性を紹介してきましたが、今号からは、農水省のように、廉価な農産物生産維持に重きを置くのでなく、残留農薬をはじめ、受動被曝による農薬健康被害を受ける立場の視点から、農薬取締法改定の方向性を検討したいと思います。

★「ハザードからリスクベースへ」の危険性
　農水省が、人の被害防止で、第一にとりあげたのは、農薬使用者の健康についてでした。示された改善の方向性は、『農薬使用者の安全に関する評価を、毒性の強さのみ評価するハザードベースから、「毒性の強さ」及び「使用方法」に従って使用したときに皮膚や吸入を通して摂取する「暴露量」を考慮したリスクベースの安全性評価に変更する。』となっています。
　一見、経皮、経気経路の暴露量を配慮する評価はよいことのように思えます。しかし、開放系で散布する農薬は、その毒性の強さ＝ハザードがいちばん重要です。いままで、毒性評価が十分でなかったため、多くの農薬使用者が中毒になり、その結果、毒性試験が強化され、ハザードベースの評価で、使用が禁止されてきました。現行の「農薬の販売の禁止を定める省令」には、27農薬が挙がっており、その中には、急性毒性だけでなく、難分解性で蓄積性の高いもの、発がん性があるもの、神経系・生殖系・免疫系に影響を与えるもの、猛毒性のダイオキシン類を含むものなどがあります。
　このほか、毒性が問題となりましたが、法的な使用禁止措置はとられないまま、登録失効によりこっそり消えていった農薬があることも忘れてはなりません。また、発達障害の疫学調査で、子どもの脳・神経系に影響を与えると報告されている水銀や有機塩素の一部の農薬は使用規制が行われ、有機リン剤が、これにつづいています。さらに、ＥＵでは、安全だとされてきたネオニコチノイド系も神経毒性が問題となり、全面禁止になろうとしています。
　化学物質の暴露量を配慮したリスクベースの評価では、少量を非開放系で使用すれば、禁止する必要はないという、メーカーの都合のよい主張がありますが、開放系で使用せざるを得ない農薬には、この理屈は通じません。たとえば、ミツバチ毒性の強い農薬を禁止するのでなく、花の咲く時期に使わなければよいということになるわけです。ＥＵでは、リスクベースよりも、ハザードベースの試験内容を改善することで、ミツバチ毒性の強い農薬の市場に出回ることを禁止する動きとなっています。
　農水省は、リスクベースで、暴露量を考慮して、毒性指標なるものつくり、指標を超えなければ、登録を可とする方針です。この指標が具体的にどうなるかは不明です。

★住宅地通知など努力規定を義務化に
　2003年の農取法改定で、住宅地等での受動被曝の防止について、わたしたちの要求に応えて、農水省が示したのは、農取法第十二条（農薬の使用の規制）に基づく、｢農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令｣（以下、遵守省令という）でした。その第六条（住宅地等における農薬の使用）には『住宅の用に供する土地及びこれに近接する土地において農薬を使用するときは、農薬が飛散することを防止するために必要な措置を講じるよう努めなければならない』とあり、具体的には、農水省と環境省２局長連名通知「住宅地等における農薬使用について」(以下、住宅地通知)が、発出されています。
　この通知には、『学校、保育所、病院、公園等の公共施設内の植物、街路樹並びに住宅地に近接する農地（市民農園や家庭菜園を含む。）及び森林等において農薬を使用するときは、農薬の飛散を原因とする住民、子ども等の健康被害が生じないよう、飛散防止対策の一層の徹底を図ることが必要である。』『近辺に化学物質に敏感な人が居住していることを把握している場合には、十分配慮すること』とあり、遵守すべき事項が書かれていますが、義務化されていません。
　空中散布についても、同じです。無人航空機では、散布計画届出や周辺への周知、有機圃場への飛散防止は、すべて、努力規定にすぎません。

　今回の改定では、農薬による人の健康被害防止について、農薬使用者に焦点をあてているものの、農薬散布地域で生活する人たちが食品や飲料水などからの経口摂取に加え、経気、経皮による受動被曝防止の対応策が抜け落ちています。
　農水省の方針には『より暴露量の少ない農薬、使用方法に変えていくことにより、農薬使用者への暴露の未然防止を推進。周辺住民等の暴露の低減にも繋がる。』とあります。しかし、これは、全く逆で『周辺住民の受動被曝を減らすようにすれば、農薬使用者の暴露低減につながる』とすべきです。

★農取法における使用者の罰則強化
　当初の農取法では、登録されていない農薬を使用したり、ラベル表示通り使用しなくとも、農薬使用者に罰則を適用できませんでしたが、2003年の改定で、食用作物について、適用作物や使用条件を守らない使用者を罰する条文が追加されました。
　しかし、改定前まであった防除業者の届出制度は廃止され、業者も家庭での農薬散布者も同一視されることになりました。さらに、食品に残留する農薬が基準を超えないことを第一義的に考えた罰則規定であり、生活圏に栽培される樹木や芝、花卉などに使用する場合には、違反使用しても罰則はなく、農薬の飛散や大気汚染による被害防止にも、強制力のない指導しか行われないというのが現状です。受動被曝被害が発生する恐れがあっても、その都度立ちはだかるのが、行政指導部署の「罰則がないから農取法でこれ以上、指導できない」との言葉です。前述の努力規定の義務化と罰則は被害防止策としてワンセットで考えるべきで、法改定しなければ、記事t31402の加須市の小学校での樹木への散布や記事t31404の青森県でのクロルピクリンの使用など悪しき事例は繰り返されるばかりです。
　もうひとつ問題なのは、フィプロニルの記事で触れたように、農薬と同じ成分が、法規制なしに、他の用途でも、使用されていることですが、これは、次号以降で、とりあげます。

４　　t31501#農薬取締法改定が俎上に、(その４)農薬以外での使用も法規制が必要#17-11
【関連記事】記事t31201、記事t31301、記事t31401、改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
【参考サイト】農水省：農薬コーナー、農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　農薬登録制度に関する懇談会の頁

★失効・期限切れの農薬も使える
【参考サイト】農水省：農薬コーナーにある販売の頁、購入の頁
　記事t31503で紹介したように、ＥＵでは、殺虫剤フィプロニルの農薬登録は失効しましたが、すでに製造・販売された農薬については、使用が禁止されたり、回収が実施されるわけでなく、適用規制を守れば、まだ、使うことができるようです。
　日本でも、この状況は同じで、一般に、ラベルの剥がれた製剤や農取法省令で販売禁止されている農薬を使うと罰せられますが、農水省のホームページにある販売と購入の頁では、「最終有効年月を過ぎた農薬の購入は避けてください」と指導されているだけで、登録失効したり、期限がきれた農薬でも、ラベル通りに使用すれば使ってもいいことになっています。
　農取法の改定に際しては、この点を、あらため、さらに、メーカーや販売者に回収を義務づける必要があります。

★農薬以外での用途についての法規制を
【関連記事】記事t28605、t31506、室内汚染・シロアリ駆除剤関連記事一覧
【参考サイト】アメリカ；ＦＩＦＲＡ
　　　　　　　ＥＵ：植物保護製品規則 No 1107/2009、バイオサイド製品規則 No 528/2012
　　　　　　　日本貿易振興機構：殺虫剤の現地輸入規則および留意点：米国向け輸出
　　　　　　　　　　　　　　　　EU 殺生物性製品規則の概要
　　　　　　　日本：農薬取締法、薬機法、有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律と基準概要 　 
　農薬が登録失効しても、農薬と同じ成分がそれ以外の用途で使うことについても厳しい規制が求められます。有機塩素系のＢＨＣ、クロルデンやディルドリンは登録失効後、シロアリ防除剤に転用され、その難分解性、蓄積性のため、地球規模の汚染拡大を惹き起こし、最終的に化審法で規制されました。一旦、環境中へ放出された農薬がその後も残っていることで、食品や人体汚染がつづいています（ディルドリンの残留基準違反は記事31507参照）。これらと同じ轍を踏むことは、許されません。
　さらには、有害な農薬がこっそりと消えることもあります。ＥＵのフィプロニルもそうですが、日本では、たとえば、神経毒性のある有機リン系のＤＤＶＰの農薬登録は失効しましたが、ゴキブリなど衛生害虫用殺虫剤としての用途はそのままです(記事t25306参照)。

　アメリカでは、ＥＰＡが所管するＦＩＦＲＡ（連邦殺虫剤・殺菌剤・殺鼠剤法）で農薬だけでなく、他の用途も含めた有効成分が一元的に法規制の対象になっています。
　ＥＵでは、農薬については、植物保護製品の認可と上市について規制があるほか、医薬品、化粧品、バイオサイド(殺生物剤)については別の規制があります。バイオサイド規制は、2013年に強化され、22製品分野(工業製品保存剤、木材保存剤、繊維皮革ゴム高分子材保存剤、建築材料保存剤ほか)において、薬剤そのものだけでなく、それらで処理された加工製品も対象とされますが、個別の運用が確立するには、まだ、時間がかかりそうです。

　日本では、農薬以外の規制では、若干の薬剤と製品についての家庭用品規制法のほかに、医薬品や化粧品、動物薬用の承認については薬機法(旧薬事法)があるだけで、シロアリ防除剤、木材防腐剤、不快害虫殺虫剤、外来有害生物駆除剤、防汚剤、衣料防虫剤、非植栽用除草剤などの製造･販売・使用規制はありません。

　わたしたちは、なんども、用途別の縦割り規制をやめるよう求めていますが、行政機関は、重い腰をあげません。

★農取法：罰則は食用作物での使用が偏重
【関連記事】記事t28006、記事t28405
　農薬の使用について、農取法の問題は、｢農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令｣(以下、遵守省令という)で、使用者の罰則が、食用作物での適用作物や使用条件違反に限られていることです。
　有機リン剤のＤＥＰは、食用作物への適用は2013年になくなりましたが(記事t25805)、樹木用には、相変わらず使用されており、埼玉県加須市の小学校での児童被害につながりましたが(記事t31402参照)、使用者には農取法による罰則は科せられません。
　また、同じ活性成分でも、植物栽培に使用する農薬殺虫剤と蚊その他の感染症媒介昆虫や不快害虫用の殺虫剤は、環境中へ放出され、人や生態系に影響を与えることは変わらないのに、使用条件や注意要件などで、両者を区別して扱うことは、理解できません。

★農薬登録のいらない除草剤がある
【関連記事】記事t31004
【参考サイト】環境省：「平成18年度殺虫剤等に関する使用実態等調査業務」報告書
　　　　　　　　　　　平成26年度調査報告書、H25年度調査報告
　　　　　　　　農水省：非農耕地専用と称する除草剤の販売等についてと通知文書

　同じ草を枯らす枯殺剤でも、農作物や花卉、樹木などの植栽管理に使わない場合は、農取法が適用される除草剤の範疇にはいりません。運動場や駐車場、線路・道路の草を枯らす目的で使用する除草剤は、農薬と変わらない製剤でも、その製造・販売・使用を取締る法律はありません。このような除草剤は、植物を枯らすという目的も、人や環境に及ぼす影響も同じなのに、散布周知は不要です。農薬除草剤であろうが、非植栽用除草剤であろうが、両者を共通に取締れる法律にすべきです。

★空中散布や公園など公共施設での禁止を
【関連記事】記事t28605、記事t31004、t31505、街の農薬汚染関連記事一覧、空中散布・松枯れ関連記事一覧、公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル～農薬飛散によるリスク軽減に向けて
【参考サイト】環境省：
　　　　　　　　　公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル優良事例集vol.1、vol.2
　　　　　　　EU：規則、2009/128/EC指令、EU議会・理事会報告：2017/10/10の報告書

　前述の遵守省令では、住宅近接地での農薬散布や、土壌くん蒸処理、無人航空機散布の規制があまく、人の被害防止が努力規定にすぎないことも問題です。

　ＥＵでは、農薬についての規制は、規則(Regurations)と指令(Directives)があり、規則は、加盟国共通で、有効成分や製剤の許可や上市のルールで日本の農取法にあたるもの、指令は、人の健康・環境への悪影響や農薬への依存を減らすことを目的とした行動の枠組みです。
　指令の条文には、以下のようなものがあり、日本でもみならうべきです。
　　・農家など職業的農薬散布者の訓練(第5条)

　　・散布者や散布地域の住民の健康被害情報の収集システム構築。(第7条)

　　・空中散布(航空機や有人ヘリによる)の禁止。ただし、厳しい条件下では許可。(第9条)。

　　・農薬飛散地の住民への情報周知。(第10条)

　　・公園や庭園、スポーツやリクリエーション施設、学校や子供の遊び場などでの

　　　農薬使用の禁止又は削減。（第12条）

★地方条例による規制も視野に
【関連記事】11・30集会案内
　　電子版「脱農薬てんとう資料集」No.7＜農薬類の使用規制をめざす法律案＞ 
　散布者やその家族、散布地周辺で生活するひとたちは、食べ物から農薬を摂取するだけでなく、経気、経皮による摂取も無視できません。それなのに、食品安全委員会は、非食用作物にのみに使用する農薬の人の健康への影響評価を後回しに、ＡＤＩをなかなか設定しません。

　以上のような農薬及び同じ成分を含む薬剤の農耕地、森林、一般環境、生活環境への放出を、同一レベルで総括的に規制する法律の制定が求められます。
　とはいうものの、国の法規制が遅々として進まず、わたしたちは、地方自治体の条例による規制も視野にいれ、勉強会を企画しています。
なお、次号は、再評価制度をとりあげます。
５　　t31601#農薬取締法改定が俎上に、(その５) 健康被害がでてからの農薬再評価制度でいいのか～日本でなじみの有機リンなどはＥＵでは軒並み登録なし#17-12
【関連記事】記事t31101、記事t31201、記事t31301、記事t31401、記事t31501、
　　　　　　　　改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
　　　　　　いままでの反農薬東京グループの主なパブコメ意見：
　　　　　　　我が国における農薬登録制度上の課題と対応方針（案）についての意見(2009年7月)
　　　　　　　農薬の登録申請時に提出する試験成績及び資料に係る関係通知の改正案に関する意見(2014/03)

【参考サイト】農水省：農薬コーナー、農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　　　　第17回分科会の議事録と資料５－１「再評価制度について
　　　　　　　　アグロサイエンス通信：Top Pageにあるトッピクス264（11/02）
　　　　　　　　　　　　新たな農薬管理行政の動向と方向性(東京農大総合研究所農薬部会の9月29日開催セミナー報告)

　農水省は、農取法改定を提案した7月の農業資材審議会農薬分科会で、2021年度を目途に、有効成分ごとに再評価制度を導入する予定としました。まず、評価対象農薬の優先度を決めるとのことで、すでに実施されている欧米での制度を参考にするようです。そこで、分科会で配布された資料や説明をもとに、農水省に、いくつかの質問をしました。その中の２質問の回答を示します。
　　　　反農薬東京グループの17回農薬分科会資料の件に関する質問と回答
【質問１】資料５－１「再評価制度について」で、２．欧米での農薬の再評価制度の概要の項に、

　　欧州では、すべての既存登録剤について、ＥＵ指令Dir. 91/414/EECで、再登録審査を実施。

　　　この際、毒性上の懸念の高いもの、及び使用の多いものを優先的に評価し、1993年～2009年に

　　かけて再登録を完了、とあるが、下記について教えられたい。

(1)欧州での実施された指令91/414/EECによる再評価の項目はなにか。
　【回答】EU指令91/414/EECは以下のウェブサイトにありますので、そちらでご確認ください。

　Council Directive 91/414/EEC of15 July 1991 concerning the placing of plant protection products on the market 
(2)欧州で、1993～2009年にかけて、再評価が終了した農薬成分は、いくつあるか。

　再評価農薬名及びその結果、登録が取消され、現在使用できなくなった農薬名を一覧表で示されたい。
　【回答】欧州では、1993年時点で登録されていたすべての農薬を再評価しています。

　　具体的な結果は、以下のＥＵのサイトでご確認下さい。Search active substances
【質問２】資料５－１の３．導入する制度の、日本での再評価についての

   概要の項にある別添には、『2017 年 4 月現在で対象となる既登録の有効成分は約 580』とし、

　優先度を５段階にわけて、再評価を実施するとある。

　議事録では、優先度Ａについては、我が国で多く使われているものとして100剤程度、優先度Ｂに

　ついては、毒性の懸念があるものとして、基本的に有機リン系化合物、カーバメート系であり、

　大体150剤程度あるとされている。Ａ，Ｂ　それぞれについて、成分名のリストをあげられたい。
【回答】御指摘の、優先度Ａで100剤程度、優先度Ｂで150剤程度との発言は、欧州での優先度Ａと

　　優先度Ｂの剤数を回答したものです。欧州での各優先度の成分は、質問1-2のウェブサイトでご確認下さい。

★なんという不誠実な回答か
　ＥＵのＨＰを見て、英文で書かれた文書で調べろというわけで、国民を愚弄した回答としか思えません。特に、質問２の回答にあるＥＵの農薬データベースには、約1500の成分がでています。日本での登録成分を英文名で入力・検索して、登録の有無を確認しなさいとの、信じ難い返事です。
　議事録には、『基本的に有機リン系化合物、カーバメート系であり、大体150剤程度あるとされています』と書かれていますが、分科会のメンバーには、どんな成分が該当するか知っているのでしょうか。

★約160成分が日本で使用可､ＥＵで不可
　仕方ないので、日本のＦＡＭＩＣのＨＰにある国内で登録されている有効成分約600とＥＵで登録のない成分約850を照合しました。その結果、ＥＵでは登録がなく、日本では登録されている農薬成分は160程ありました。ＥＵの場合、登録のない理由を調べるに到りませんでしたが、ＥＵ規則や指令により、人や環境への影響が懸念され、試験や調査データの追加提出を命ぜられたのに、できなかっために、登録失効した成分も含まれていることは、間違いありません。
　表には、生物系農薬成分は除きましたが、太字で、有機リン、カーバメート系を示しました。ほかに、ピレスロイド系、抗生物質系もありますし、なじみのあるＤ-Ｄやクロルピクリンなどの土壌処理剤、ＣＡＴやパラコート、トリフルラリンなどの除草剤、プロシミドンやベノミルなどの殺菌剤もＥＵでは使えません。斑点米カメムシ用のジノテフランやエチプロールも日本のように使用できません。該当する多くの農薬は、日本で2000年以前に登録された農薬です(表で*をつけた成分は2001年以後登録)。
　
表　日本で登録されているが、ＥＵでは登録のない農薬成分　（2017年10月現在）

4-ＣＰＡ                 アレスリン              ジクロルプロップ       プレチラクロール

ＢＰＭＣ                 イソウロン              ジノテフラン*          プロシミドン

ＢＰＰＳ                 イソキサチオン          シフルトリン           プロスルホカルブ*

ＣＡＴ                   イソプロチオラン        シペルメトリン         プロチオホス
Ｄ-Ｄ                    イマザピル              シラフルオフェン       プロフェノホス
ＤＢＮ                   イマゾスルフロン        ストレプトマイシン     ブロマシル

ＤＣＢＮ                 イミベンコナゾール      ダイアジノン           プロメトリン

ＤＥＰ                   インダノファン          チオジカルブ           ヘキサコナゾール

ＤＭＴＰ                 エチプロール*           テトラジホン           ベノミル

ＥＰＮ                   エチルチオメトン        テブチウロン           ペルメトリン

ＩＢＰ                   エトキシスルフロン      トリシクラゾール       ベンチオカーブ

ＭＣＰＰジメチルアミン   オキシテトラサイクリン  トリフルラリン         ベンフラカブ
ＭＥＰ                   カスガマイシン          トルフェンピラド*      ベンフレセート

ＭＩＰＣ                 カズサホス              ニテンピラム         マレイン酸ヒドラジド

メチルイソチオシアネート カルタップ              パラコート             マンネブ

ＭＰＰ                   カルボスルファン        パラフィン             メフェナセット

ＮＡＣ                   キノキサリン系          バリダマイシン         メプロニル

ＰＡＰ                   クマリン系              ビテルタノール         モリネート

アイオキシニル           クロメプロップ          フィプロニル           リニュロン

アシュラム               クロルピクリン          フェンバレレート       臭化メチル

アセフェート             クロルフェナピル        フェンプロパトリン 　  生石灰

アトラジン               シアナジン              ブタクロール           有機銅

アミトラズ               シアナミド              ブタミホス         　 *2001年以後登録  
わたしたちは、農薬再評価制度の導入を求めてはいますが、それには、毒性データなどの公開、一般・生活環境での汚染状況調査が不可欠です。
　また、それ以上に重要なのは、農薬被害が発生する前に、登録・使用しないことをめざすことです。
６　　t31702#農薬取締法改定が俎上に (その６)国民の意見も聞かずに進める農水省#18-01
【関連記事】記事t31401、記事t31501、記事t31601
　　　　　　　　改定農薬取締法関係の記事一覧(2008年までは、こちら)
　　　　いままでの反農薬東京グループの主なパブコメ意見：
　　　　　　　我が国における農薬登録制度上の課題と対応方針（案）についての意見(2009年7月)
　　　　　　　農薬の登録申請時に提出する試験成績及び資料に係る関係通知の改正案に関する意見(2014/03)

【参考サイト】農水省：農薬コーナー、農薬資材審議会の頁と農業資材審議会農薬分科会
　　　　　　　　　　　　　　第17回分科会の議事録と資料５－１「再評価制度について
　　　　　　　　アグロサイエンス通信：Top Pageにあるトッピクス264（11/02）
　　　　　　　　　　　　新たな農薬管理行政の動向と方向性(東京農大総合研究所農薬部会の9月29日開催セミナー報告)

　農水省は、昨年7月の農業資材審議会農薬分科会で、大まかな農取法改定の方針を示しました。その中で、再評価制度については、2021年からの実施を目標に、2017年には、「方針決定、既登録農薬の再評価について優先度設定の原則の策定」となっているのに(記事t31301参照)、いまだ、パブコメ意見の募集もありません。
　農水省は自らの7月提案を規定方針として、そのまま実施する構えです。欧米をモデルにして、再評価制度をめざすとしながら、わたしたちが、どんな農薬を再評価するかを尋ねても、不誠実な回答しか返ってこず(記事t31601参照)、下記のような概要を示しているにすぎません。
　　　***　改定農薬取締法案の概要　***

　　　１、再評価制度の導入

　　　　現行の３年ごとの再登録に代えて、 欧米で実施されている再評価制度を導入。

　　　  同一の有効成分を含む農薬について、一括して定期的に、最新の科学的根拠に

 　　 　照らして安全性等の再評価を行うことで、 農薬の安全性の一層の向上を図る。

　　　２、農薬の登録審査の見直し、

　　　　(1)農薬の安全性に関する審査の充実(国際的な標準との調和)

　　　　　・ 農薬使用者に対する影響評価の充実

　　　　　・動植物に対する影響評価の充実

　　　　　・農薬原体(農薬の主たる原料)が含有する成分(有効成分及び不純物)の評価の導入

　　　　(2) ジェネリック農薬の審査の簡素化

　　　　　・ジェネリック農薬の登録申請において、先発農薬と農薬原体の成分・安全性が

　　　　　　同等であれば提出すべき試験データの一部を免除できることとする。

★改定案では農薬使用を減らせない
　農薬使用者や｢畜｣である蜜蜂の暴露低減と再評価制度の導入が提案されていますが、前者については、クロルピクリン処理や空中散布などによる受動被曝による散布地周辺住民の健康被害防止はみられず、後者は、現行の農薬登録期間３年を廃止するかわりの制度でしかありません(記事t31701312号)。
　登録後何十年もたった有機リン剤をそのまま使い続け、登録15年に近づいたネオニコチノイドの使用をやめよとの国民の声に耳を貸さず、登録を簡素化し、使いやすくすることに主眼をおいている農水省に期待することはできません。なぜなら、にあるように、新たなネオニコチノイド・スルホキサフロルを登録し、グリホサートの適用拡大を実施し、規制どころか、使用拡大に向かっていることをみれば、明らかです。

★農薬に頼らない農業をめざすために
　わたしたちは、いままでの連載で述べてきたように、国民の農薬摂取を減らし、生物多様性や生態系保全のため、生活環境や一般環境での農薬汚染を防止しすることを第一に考え、農水省のような農業競争力強化支援法の一環としての農取法改定とは明確な一線を引き、以下のようなことが実現するよう求めていきたいと思います。
　　　①登録の際の毒性や残留性試験、環境への影響試験の内容を強化し、試験データを公開する。

　　　②ＥＵで、登録が失効している農薬成分を点検し、日本での規制を進める。

　　　③再評価制度は15年間という期限でなく、三年間ごとの再登録期間中に、申請者に、

　　　　人や環境への影響を調査させ、新たな毒性や環境への悪影響が判明したものは、使用規制する。

　　　④農薬登録や適用拡大ついて、国民の意見を聞く。

　　　⑤住宅地通知や無人航空機による空中散布の技術指導指針などの内容を法令の条文にいれる。 

７　　t31901#農薬危害防止運動に向けて～農薬取締法改定で被害を減らすべき#18-03
【関連記事】記事t31706、記事t31802。
　　 2017年危害防止運動；記事t30801、記事t31002
■農薬取締法に関する反農薬東京グループの主な意見より
・我が国における農薬登録制度上の課題と対応方針（案）についての意見(2009年7月)
・農薬の登録申請時に提出する試験成績及び資料に係る関係通知の改正案に関する意見(2014年3月)
【参考サイト】食品安全委員会：EFSAのネオニコチノイド系農薬によるハチ類へのリスクが確認された旨を報道発表(2/28)
　　　　　　　農水省：農薬コーナー、農薬取締法
　　　　　　　　　　　農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令 、
　　　　　　　　　　　住宅地等における農薬使用について（住宅地通知）
　　　　　　　　　　　空中散布等における無人航空機利用技術指導指針(3/30改定)
　　　　　　　ＦＡＭＩＣ：Top Page

　農薬危害防止運動は、毎年6月から8月にかけて、農水省・厚労省・環境省が要綱をかかげて、実施されます。この運動が永年、継続されているのは、とりもなおさず、農薬が有害物質であり、それを環境中で使用することによって、人や環境等への被害を与えているからにほかなりません。その農薬を規制する法（以下農取法という）の目的は、①農業生産の安定、②国民の健康の保護、③国民の生活環境の保全に寄与することの３点です。
　昨年から連載（改定農薬取締法関連記事一覧参照）しているように、農水省は今国会で同法の改定を目指していますが、具体的な条文については、下表を参考にしてください。自民党は１月半ばに「農薬取締法改正に関するワーキングチーム」を設置し、生産者や農業団体、主婦連、農薬メーカーなどから意見を聞き、論点をまとめて、農水省と改定内容のすり合わせをしたとのことですので、反農薬の視点からの改定は期待できません。

　本年の農薬危害防止運動に向けては、いままでのような前年の危害事例の列挙のかわりに、農取法改定を見据えて、下記の３項目についての意見を述べたいと思います。
　なお、本号では、記事t31802で、農水省に要望した、無人航空機空中散布に関する事項は割愛します。

【１】農薬使用を減らすために
　昨今の農薬登録に関する通知等の改定の多くは、申請書類の簡素化で、登録や適用拡大をやりやすくし、農薬使用を前提とした、すなはち、農薬使用量を増やす農業を資するものでした。
　農取法改定の根底にあるのは、昨年8月に施行された「農業競争力強化支援法」です。この法では「農産物輸出も視野に入れた国際的対応」が目指され、農薬については「ジェネリック(後発)農薬の登録申請の際、既に登録されている先発農薬の毒性試験及び残留試験のデータを活用し、試験に要するコストの削減を図る。申請に当たり、先発農薬とは異なる不純物の毒性を含め、安全性に関する審査を厳正に行う。この試験データは、登録後 15 年間は保護されるので、新規農薬の開発意欲は低下しない」とあり、農取法改定に繋がっています。
　わたしたちの主張は　農薬危害防止にいちばん有効なのは、人や環境に有害な農薬を出来るだけ使用しないことです。
　そのためには、メーカーの意向を優先して登録する現行の登録制度を改め、登録や適用拡大の可否について、国民の意見を事前に聞くようにすべきです。メーカーに当該農薬にどのようなメリットとデメリットがあるかの資料を提出させ、登録や適用拡大の必要性を国民が判断できる制度が必要です。
　また、農薬使用が過度にならないような食糧生産方法を優先することや(たとえば、斑点米カメムシによる着色米は、農薬散布によるカメムシ駆除でなく、色彩選別機で除去)、樹木、芝、花卉などの植栽で、景観保持目的の農薬使用も避ることも必要です。

【２】毒性試験や環境影響評価の強化
　農薬を使用する場合、人や環境に対して危険性の少ない農薬の使用が求められのは当たり前です。農水省は、いままでの毒性のリスク評価では、使用者の安全性が充分に担保できず、また、環境保全も万全でなかったとし、再評価制度を打ち出しました。これは、登録後１５年以上を経た農薬が対象ですが、欧米では、すでに評価が終わり、多くの農薬が姿を消していることは、記事t31601で示したとおりです。
　日本でよく使われる農薬のうちＥＵで登録がないの成分は約160あり、代表的なのは、下記のようです(。
　　ＢＰＭＣ、ＣＡＴ、Ｄ-Ｄ、ＤＥＰ、ＤＭＴＰ、ＥＰＮ、ＩＢＰ、ＭＥＰ、ＭＰＰ、

　　ＮＡＣ、ＰＡＰ、アセフェート、アトラジン、アレスリン、エチプロール、

　　エチルチオメトン、カスガマイシン、クロルピクリン、クロルフェナピル、

　　ジノテフラン、シペルメトリン、ダイアジノン、トリフルラリン、パラコート、

　　フィプロニル、フェンバレレート、プロシミドン、ベノミル、ペルメトリン等

　これらのほか、欧州諸国では、ネオニコチノイド系のイミダクロプリド、クロチアニジン、チアメトキサムの登録失効が論議され、除草剤グリホサートも問題となっています。
　日本では、再評価するまでもなく、ミツバチ毒性の強いネオニコチノイド、神経毒性のある有機リン系や圃場周辺の住民被害の多いクロルピクリン、致死性毒物パラコートなどは、早急に使用規制してもらいましょう。
　登録後15年未満でも、現行の３年ごとの再登録制度を利用して、新規登録農薬のフィールドでの挙動、食品中の残留農薬実態調査をメーカーに義務付け、結果をみて、再登録の可否を決めればいいと思います。
　農薬毒性については、発達神経毒性や発達免疫毒性などの追加、両生類、土壌生物、野鳥、さらには、生態系への影響評価などの実施が求められます。活性成分だけでなく、補助成分も同様な評価が必要です。
　また、重要なのは、農薬評価書で参照されている未公開資料の開示を含む毒性や残留性データ等を公開することです。特に、登録に際して、提出が免除される後発製剤などについては、当該試験データが公表されていることを条件とすべきです。

【３】農薬の使用に関する法令の強化
　危害防止には、使用者が法令に則り使用することが重要です。｢農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令｣がありますが、この省令には罰則を伴わない努力規定が多々あり、たとえば、下記のような事項の義務化が必要です。
　　・非食用と食用作物の区別なく、ラベル表示の使用要件の遵守、最終有効年月超えは使用禁止。

　　・作物ごとに農薬使用履歴を記載。これを実施すれば、消費者が購入する食品に使

　　　用農薬名を表示することが可能になります。

　　・対象外作物への飛散防止や大気への揮散、水系への流出防止、


　　・周辺住民への散布周知と受動被曝防止。ほか

　農水省は、農薬使用者への暴露の未然防止を推進すれば、使用者の安全が図られ、ひいては、周辺住民等の暴露の低減にも繋がるというのですが、これは真逆です。周辺で受動被曝する住民が安全なら、使用者の安全につながるという視点、すなはち、「住宅地通知」の遵守を条文化した法令の改定を求めていかねばなりません。
　食品残留について、緩い基準を設定した厚労省は、国民の摂取量は少ないといいながら、農水省は、食品の輸出を増やすため、相手国の厳しい基準に合わせた栽培方法をマニュアル化しています（農水省：輸出相手国の残留基準値に対応した病害虫防除マニュアル参照）。国内向けにも適用を義務づければ済むことです。
　これらに加え、2002年の法改定で廃止された防除業者届出制度の復活が必要であり、農薬使用者の資格・免許・登録制度を導入することも不可欠です。
参考１　　t31802#農薬散布の無人航空機事故防止は法律改定で#18-02
【関連記事】記事t31606、記事t31801
【参考サイト】国土交通省：

2017年11月実施の審査要領改定のパブコメ意見募集と新旧対照表
　　　　　　　　　反農薬東京グループのパブコメ意見。国土交通省の結果と概要
　　　　　2017年12月実施の審査要領改定のパブコメ意見募集と改定内容
　　　　　　　　　反農薬東京グループのパブコメ意見。国土交通省の結果と概要

　ところで、国土交通省は「審査要領」の改定を11月に続き、12月にも出しており、1月31日付け改定版には、両原案どおりの下記内容が含まれています。
　　・飛行中の他の無人航空機との衝突を予防する

　　・申請手続きを更新又は変更をする場合の書類の簡素化

　　・飛行時間と飛行回数を申請書に記載する

　　・プロペラガード等の接触時の被害を軽減させる措置を義務化

　　・飛行高度に応じた立入禁止区画の設定

　　・風速　5ｍ/ｓ以上の場合は、飛行を行わない 

　　　ほかが、追加されましたが、目先の事故防止のための変更にすぎませんでした。

　わたしたちが、事故防止のためにパブコメで求めたのは、下記に述べた基本的事項でしたが、いずれも、無視されたか、せいぜい、『御意見ありがとうございます。今後の検討材料とさせていただきます。』という回答がつけられただけでした。

★基本的要求は無視された
【11月のパブコメ意見より】
１)本審査要領にもとづき、無人航空機の機体の認定や操縦者の認定、事故報告等は、国土交通省が一元化して実施すべきである。特に、事故については、省庁の枠を越え、共通の立場で、事例漏れがないよう、厳密に行い、原因解明し、報告すべきである。 ２)無人航空機の数が増大するなか、事故防止の具体的対策を強化するどころか、更新申請や変更申請の項目を新設し、申請要件を緩和することは、反対である。事故防止については、以下の点を実施されたい。
　　(2-1)遠隔操作型の無人航空機においては、機種の認定、操縦者の認定は、国の責任で

　　　行うべきであり、機種認定制度や操縦者の免許制度の導入が必要である。

　　(2-2)無人ヘリコプターに加え、マルチ型のドローンの普及と利用がはかられており、

　　　積載量を増やし、飛行距離や飛行時間を長くし、プログラムによる自律飛行の技術開発が

　　　行われているが、自律操縦型の無人航空機、特に、危険物・重量物を輸送・投下する機種の

　　　認定基準は厳格にすべきである。また、軍事目的での開発は禁止すべき。

　　(2-3) 変更申請又は更新申請の申請書記載事項の注に『操縦経験が年毎に増大する場合、

　　　その都度、変更・更新申請を実施すること。』をいれる。

　　(2-4)『許可・承認申請書』『無人航空機の機能・性能に関する基準適合確認書』　

　　　『飛行経歴・知識・能力確認書 』などの様式の改定案に以下を記載する。

　　　　・農薬散布の場合は、散布装置の種類とその認定有無や保守点検状況などを記載。

　　　　・対応機種ごとの操縦経験期間、及び直近の操縦年月日を記載

　　　　・事故を起こした場合は、その発生年月日と事故の状況、原因などを記載

　　　　・知識については、機体や燃料・電池についてのほか、危険物関連法規。

　　　　　農薬散布の場合、農薬の毒性や残留性、ドリフト防止等についての知識が、

　　　　　不可欠で、これらは免許制度の場合の試験内容に組みいれるべき。

　　　　・樹木散布で、高所飛行技術認定の有無を記載。

【12月のパブコメ意見より】
１）審査要領に『農薬散布用無人航空機についての要件を追加』として、具体的な条項をいれるよう求めました。その概要は。
　　(1-1)農水省局長通知「空中散布等における無人航空機利用技術指導指針（以下、指導指針という）を

　　　遵守しない又はしなかった申請者、実施団体、防除業者やオペレーター(以下申請者等)には、

　　　飛行の許可や承認を規制又は禁止する。

　　(1-2)空中散布等の実施に関して、事前の周知を求めている。これを行わない又は行わなかった

　　　申請者等も上と同じ。

　　(1-3)無人航空機の制御が不能になったり、制御者がミスして、万一墜落させても、人の被害、

　　　物損、火災事故等が発生しない場所が確保出来ない地域での、飛行を許可・承認しない。

　　(1-4)農薬散布の事故として、機体や人の被害、物損はもちろん、不時着や接触事故、域外への

　　　散布のような事例も含め、すべて、国交省へ事故報告を提出することを申請者等に義務付ける。

　　(1-5)上記事故報告を提出しない申請者等には、その後、飛行の許可や承認を規制又は禁止する。

　　(1-6)事故を起こした機体（撒布装置を含む）について、その後、飛行の許可や承認を規制又は禁止する。

　　(1-7)事故を起こした実施団体、防除業者やオペレーターには、その後、飛行の許可や承認を

　　　規制又は禁止する。

　　　そもそも、農水省の無人航空機の技術指導指針では、報告すべき事故事例が、

　　　　・人身事故（操作中のオペレーターの転倒等の軽微な自損事故を除く。）

　　　　・重大な物損事故、・物損事故（機体の横転等の軽微な機体の損傷事故を除く。）

　　　　・墜落事故、・農薬事故、

　　　　・その他　学校、病院等の公共施設の敷地内への不時着事例、操作中の機体が

　　　　　行方不明になった事例等、社会的影響等を勘案して対応が必要と考えられる事例

　となっていますが、（　）のような例外規定は除くべきです。また、農林水産航空協会の「安全対策マニュアル」には、無人航空機は制御不能の際には、墜落させることとあり、その際、人の被害や物損、火災等が起こらないような墜落用地の確保が重要です。
　さらに、過去においては、無人ヘリの墜落・衝突による散布関係者の死傷事故もあり、これら無人航空機の事故防止のためには、行政指導だけでなく、農薬取締法改定による法規制が求められます。
　　　改定後の「無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領」です。
参考２　　反農薬東京グループの無人航空機に関する要望と回答

無人航空機による農薬空中散布に関する緊急要望　（2018年3月1日）

　農林水産大臣　齋藤　健　様

　農林省消費・消費安全局長　

　消費・消費安全局植物防疫課長

　消費・消費安全局農薬安全管理課長

　消費・消費安全局農薬対策室

　　　　　　

　          　　　　　　　反農薬東京グループ  代表　辻　万千子

　　農薬取締法の改定に関する条文検討にお忙しいことと存じます。

　わたしたちは、2003年の同法改定後も、貴省にさまざまな要望を行ってきましたが、

　その根底にある考えは、先般の毒性に関する省令・告示改定に伴うパブコメ意見募集

の際の【基本的意見】で述べた通りです。（参考1）

　ところで、緊急の問題として、貴省が無人航空機による農薬の空中散布を拡大するた

め、農薬取締法を改定せず、また、国民の意見も聞くことなく、同法第二条（農薬の登

録）と、第七条（製造者及び輸入者の農薬の表示）にあり、記載が義務づけられている

使用方法(散布、種子処理、育苗箱処理、土壌くん蒸、空中散布、無人ヘリによる散布ほ

かの区分)のひとつ「散布」の定義に、それまで、適切な散布機器(人力散布機、可搬式

動力散布機、走行式動力散布機)による散布に加え、無人航空機による散布を追加されま

した。

　農薬の空中散布は地上散布より高所から高濃度、広範囲に、短時間で散布することに

なるため、対象作物の残留基準が守られ、対象外作物や生活環境・一般環境へのドリフ

トを防ぐことが重要です。

　わたしたちは、有人ヘリコプターによる空中散布に反対してきましたが、その散布面

積が減少するとともに、無人ヘリコプター散布面積が増え、昨今では、年間100万haを超

えています。また、機体数2000を越える無人ヘリコプターによる事故として、貴省が報

告している件数は、2013年36件、14年49件、15年53件、16年62件と増えています。

　そんな中、無人航空機の中で、ドローン型の農薬散布利用を、増やす算段をし、いま

までの、水田主体の使用から、野菜、果樹への適用拡大を計るべく、貴省は、通知「農

薬の登録申請において提出が必要な試験成績について（「無人ヘリコプターによる散

布」関係） 」、（27 消安第4481 号）で、無人航空機散布農薬の登録要件を緩和しだけ

でなく、このたび、空中散布試験がなくとも、地上散布と同じ条件での無人航空機散布

を認めるという、農薬取締法違反を是認するような通知をだしたことは、問題です。

　そこで、以下の要望をします。３月15日までに、ご回答お願いします。

【要望１】農薬取締法に基づく、貴省の通知「農薬の使用方法における「無人航空機」

の取扱いについて」（２９消安第４９７４号）おける「散布」の定義に無人航空機によ

る散布をいれないでください。

   [回答]ご指摘の「農薬の使用方法における「無人航空機」の取扱いについて」

　 （平成29年12月25日付け29消安第4974号消費・安全局農産安全管理課長通知。以下

　 「当該通知」という。）については、使用方法が「散布」として登録されている農薬

 　について、その指定された使用量又は希釈倍率（全て1,000～6,000倍等の希釈倍率の

 　低濃度）及び使用液量を、散布機器を限定せず（無人航空機を含む）散布することが

 　可能であることを明確化したものです。一方、農薬の希釈倍率を８～64倍で無人航空

 　機により散布する場合には、これまでどおり、該当する登録（使用方法「無人ヘリコ

 　プターによる散布」）のある農薬を使用する必要があります。

　　[理由]１．無人航空機による空中散布の場合、単位面積あたりの農薬成分量を、地

上散布に適用されると同等であることが要求されるが、使用者は、これを遵守するのが

困難である。特に、「散布」と「空中散布」、「無人ヘリコプター散布」では、希釈倍

率や散布速度、散布幅、散布高度が異なり、単位面積あたりの使用量を同等にするため

に、使用者は混乱する。

　　［回答：理由１について］

　　　農薬のラベルには、「散布」、「無人ヘリコプターによる散布」等の使用方法の

　　　みが記載されている訳ではなく、必ずその使用量又は希釈倍率及び使用液量が

　　　セットで記載されており、使用者はそれらを遵守する必要があるため、

　　　使用する量に関して使用者が混乱することはないと考えられます（使用者が、

　　　自身で「散布」、「空中散布」、「無人ヘリコプター散布」の「単位面積あたり

　　　の使用量を同等にするため」に計算等をする必要はありません。）

　　[理由]２、貴省の「技術指導指針」にある空中散布等の基準では、散布高度は、無人

     ヘリコプター3-4ｍ、ドローン型2ｍであり、樹木や果樹園では地面からの高さは、

     樹高よりたかくなる。地上散布と同じ濃度で散布しても、空中散布は、高所から、

     広範囲に、短時間で散布することになるため、気象条件によっては、非対象作物や、

     生活・一般環境へのドリフトを防ぎえない。　

　　[理由]３、花卉や芝地のある公園やゴルフ場などの非食用作物への使用拡大も懸念される。

　　　[回答：理由２及び３について］

　　　　農薬の散布にあたっては、防除する対象病害虫及び雑草、適用作物等によって、

　　　　適切な散布機器や散布技術は異なることから、防除の特徴を踏まえて、防除対象に

　　　　応じた散布機器等を選択していただくことが基本です。当該通知にも改めてこの旨を

　　　　記載し、指導しているところです。ご意見で例示いただいた樹木、果樹等に散布する

　　　　場合であっても、木の大きさ、対象とする病害虫等によっては、地上から高所

　　　　に吹き付けるよりも、空中から散布した方が適切に散布できるケースもあると

　　　　考えられます。また、ドローンについては、無人ヘリコプターより低高度で

　　　　散布できることから、ドリフトをより低減するような機種や、GPSを活用して

　　　　圃場の範囲を適確に把握し、人為的ミスの低減とともに、適切な散布を行う

　　　　自動運転技術の開発も進められています。このような最新の技術も活用して、

　　　　ドリフト低減を含めたより適切な農薬散布の指導を進めてまいります。また、

　　　　病害虫防除の現場においても、「空中散布等における無人航空機利用技術指導指針」

　　　　（平成27年12月3日付け27消安第4545号通知。以下「指導指針」という。）に基づき、

　　　　適切な機種の確認や散布方法（風の強い時には散布を中止する、散布高度を

　　　　遵守する等）の指導、オペレーターの育成等を行うことにより、ドリフトの防

　　　　止対策を含めた適切な農薬散布を推進しています。

　　[理由]４、通知の注には、『単に「散布」と記載されているものを指し、

　　　「雑草茎葉散布」「全面土壌散布」、「湛水散布」等は含まない。』とあるが、

　　　「等」の内容が明確になっていない。

　　[回答：理由４について]

　　　当該記述は、『単に「散布」と記載されているもの』だけが、無人航空機を含む

　　　多様な散布機器を選択して散布することが可能で、その他の全ての使用方法は

　　　除くということを意味しています。

【要望２】食用作物の場合、単位面積あたりの農薬の使用量は、「農薬を使用する者が

遵守すべき基準を定める省令」の第二条により、違反すれば罰則が適用されます。

　農薬の圃場散布試験がない無人航空機による空中散布を、地上散布と同等とみなす根

拠をお示しください。

　[理由]省令第二条の遵守は、食品衛生法による残留基準の遵守につながる。散布方法

によって残留値は異なり、散布試験がないのは、残留値が不明ということになる。

　　[回答］

　　　農薬は、登録を行いたい使用量又は希釈倍率及び使用液量での圃場散布試験等が

　　　実施され、その試験結果を審査した上で登録されています。使用方法が「散布」

　　　として登録されている農薬についても、使用基準として定められた使用量又は

　　　希釈倍率及び使用液量での圃場散布試験が実施されており、その使用基準が遵守

　　　されていれば散布機器が異なっても農薬の残留に違いはありません。

【要望３】農薬取締法改定に際して、無人航空機による事故防止のため、下記内容を、

関連の法令・告示等で条文化してください。

　　［回答］

　　　農薬の使用者は、使用する散布機器の種類に関わらず、使用量等の使用基準を遵守

　　　しなければなりません。無人航空機による農薬散布に限らず、使用基準の遵守に

　　　よる適切な農薬散布が行われるよう引き続き指導を行ってまいります。

１）無人航空機事故防止のために

　(1-1)無人航空機の機体の認定や操縦者の認定、事故報告等は、「無人航空機の飛行に

関する許可・承認の審査要領」(以下、審査要領という)を管轄する国土交通省と農水省

が別個に行うのでなく、一元化して実施すべきである。特に、事故については、省庁の

枠を越え、共通の立場で、事例漏れがないよう、厳密に行い、原因解明し、報告すべき

である。

　　[回答］

　　 機体の認定や操縦者の認定、事故報告等を規定する指導指針を策定するに当たっては、

     あらかじめ国土交通省航空局にも意見を求めています。人の死傷、第三者の物件の

     損傷等の事故の報告については、指導指針及び「空中散布等を目的とした無人航空機の

    飛行に関する許可・承認の取扱いについて」（平成27年12月3日付け国空航第734号、

    国空機第1007号、27消安第4546号国土交通省航空局長、農林水産省消費・安全局長

    両局長通知）に基づき、速やかに農林水産省消費・安全局植物防疫課及び地方航空

    局保安部運用課まで報告することとしています。その他の事故報告についても、

    指導指針に基づき実施主体における事故原因の分析、再発防止対策の検討の結果が

    添えられ、植物防疫課に報告があり、植物防疫課から地方航空局保安部運用課へ

    情報提供しています。今後とも、国土交通省と連携して事故の防止に努めて参ります。

　(1-2)無人航空機の数が増大するなか、国土交通省は「審査要領」に更新申請や変更申

請の項目を新設し、申請要件を緩和したが、事故防止強化のため、以下を法令で条文化

されたい。

　(1-2-1)遠隔操作型の無人航空機においては、機種の認定、操縦者の認定は、国の責任

で行うべきであり、機種認定制度や操縦者の免許制度の導入が必要である。

　(1-2-2)無人ヘリコプターに加え、マルチ型のドローンの普及と利用がはかられており、

積載量を増やし、飛行距離や飛行時間を長くし、プログラムによる自律飛行の技術開発

が行われているが、自律操縦型の無人航空機、特に、農薬散布のように危険物を輸送・

投下する機種の認定基準は厳格にすべきである。さらに、軍事目的の開発等は禁止する。
　　[回答］

     農薬散布用のマルチローター型無人航空機の認定については、指導指針において、

    登録認定等機関が必要な性能を有することを機種ごとに確認した上で認定を行って

    いるところです。

　(1-2-3)審査要領にある『許可・承認申請書』『無人航空機の機能・性能に関する基準

適合確認書』『飛行経歴・知識・能力確認書 』などの様式に、以下を追加記載すること

を義務付ける。

　・農薬散布装置の種類とその認定有無や保守点検状況などを記載。

　・対応機種ごとの操縦経験期間、及び直近の操縦年月日を記載

　・事故を起こした場合は、その発生年月日と事故の状況、原因などを記載

　・知識については、機体や燃料・電池についてのほか、危険物関連法規、農薬の毒性

や残留性、ドリフト防止等についての知識が、不可欠で、これらは免許制度の場合の試

験内容に組みいれるべき。

　・樹木への散布の場合、高所飛行技術認定の有無を記載。
　　[回答］

   　農薬の空中散布を行う場合、人畜、農林水産物、周辺環境等に対する安全性を確保し

     つつ実施する必要があるため、指導指針に基づき必要な点検を受けた機体により、

     必要な知識や技能を持ったオペレーターに空中散布を実施していただくことを指導

     しています。また、事故を起こした場合には事故報告書を提出していただくこととして

    おります。

２）農水省「指導指針」強化のために

　以下を法令で条文化されたい。

(2-1)農薬取締法では、登録製剤ごとに。適用作物や使用要件（希釈濃度、使用量、使用

時期、回数など）が、また、貴省局長通知「空中散布等における無人航空機利用技術指

導指針（指導指針という）では、適用作物ごとに、無人航空機機体及び散布装置や飛行

条件が決められいる。これらを遵守しない又はしなかった申請者、実施団体、防除業者

やオペレーターには、飛行の許可や承認を規制又は禁止する。

　　[回答］

   　農薬の空中散布を行う場合、人畜、農林水産物、周辺環境等に対する安全性を確保

     しつつ実施する必要があるため、指導指針に基づき農薬散布を実施し、その実施結果を

     報告していただくこととなっており、必要に応じて指導等を行ってまいります。

(2-2)指導指針では、空中散布等の実施に関して、散布地周辺への事前周知を求めている。

これを行わない又は行わなかった申請者、実施団体、防除業者やオペレーターには、飛

行の許可や承認を規制又は禁止する。

　　[回答］

   　農薬の空中散布を行う場合、人畜、農林水産物、周辺環境等に対する安全性を確保

     しつつ実施する必要があるため、指導指針に基づき事前周知を行った上で農薬散布

     を実施していただくこととなっており、必要に応じて指導等を行ってまいります。

(2-3)無人航空機の制御が不能になったり、制御者がミスして、万一墜落させても、人の

被害、物損、火災事故等が発生しない場所が確保出来ない地域での、飛行を許可・承認

しない。

　　[回答］

　　　農薬の空中散布を行う場合、人畜、農林水産物、周辺環境等に対する安全性を確保し

　　　つつ実施する必要があるため、航空法に基づき適切な飛行となるよう、事前に

　　　実地確認することなどを指導指針より指導しているところです。

(2-4)農薬散布の事故として、機体や人の被害、物損はもちろん、不時着や接触事故、域

外への散布、残留農薬基準違反のような事例も含め、農水部署だけでなく、すべて、国

土交通省へ事故報告を提出することを申請者、実施団体、防除業者やオペレーターに義

務付ける。

　指導指針では、

　『（１）人身事故（操作中のオペレーターの転倒等の軽微な自損事故を除く。）

 　 （２）重大な物損事故、（３）物損事故（機体の横転等の軽微な機体の損傷事故を

除く。）

　　（４）墜落事故、（５）農薬事故、

　　（６）その他　　学校、病院等の公共施設の敷地内への不時着事例、

　　　操作中の機体が行方不明になった事例等、社会的影響等を勘案して対応が必要と

考えられる事例』

　となっているが、例外規定は除くべきである。

　また、農薬散布事故として、近隣住民の被曝や農作物（有機農産物や非対象作物など

への飛散、残留基準違反）、水産物、畜産物等の被害を含めることはいうまでもない。

　　[回答］

　　　指摘のとおり、指導指針では人の死傷、第三者の物件の損傷、農薬事故、その他の

　　　事案等が発生した場合には事故報告書を提出することとしています。また、(1-1)

　　　のとおり、事故の情報については全て地方航空局保安部運用課へ提供しています。

　　　空中散布に係る農薬飛散事故については特段その種類を限定しておりません。

(2-5)上記事故報告を提出しない申請者、実施団体、防除業者やオペレーターには、その

後、飛行の許可や承認を規制又は禁止する。
　　[回答］

　　　農薬の空中散布を行う場合、人畜、農林水産物、周辺環境等に対する安全性を

　　　確保しつつ実施する必要があるため、指導指針に基づき空中散布時に発生した

　　　事故を報告することとなっており、全ての事故報告を入手しています。

(2-6)事故を起こした機体（撒布装置を含む）について、その後、飛行の許可や承認を規

制又は禁止する。
　　[回答］

　　　事故原因は様々考えられることから、原因をよく分析し、再発防止策を指導して

　　　まいります。

(2-7)事故を起こした実施団体、防除業者やオペレーターには、その後、飛行の許可や承

認を規制又は禁止する。
　　[回答］

　　　事故原因は様々考えられることから、原因をよく分析し、再発防止策を指導してまいります。

　[理由]１、貴省の「指導指針」には、

　『第５ 空中散布等の実施　３ 空中散布等の実施に関する事前周知

（１）実施主体は、空中散布等の実施区域及びその周辺にある学校、病院等の公共施設、

居住者等に対し、あらかじめ空中散布等の実施予定日時、区域、薬剤の内容等について

連絡するとともに、実施に際しての協力を得るよう努めること。特に、学校、通学路等

の周辺で実施する場合は、実施日及び実施時間について十分調整すること。』

　とあるほか、ミツバチ被害防止のため、養蜂家には、散布情報を提供するとの条文もある。　

『同じく第５　４ 空中散布等の方法　空中散布等の方法は、次のとおりとする。

　記載事項６項目略』

　

『同じく第５　６ 空中散布等の実施に当たっての危被害防止対策

公衆衛生関係（家屋、学校、病院、水道・水源等）、畜水産関係（家畜、家きん、蜜蜂、

蚕、魚介類その他の水産動植物等）、他の農作物関係（散布対象以外の農作物等）及び

野生動植物関係（天然記念物等の貴重な野生動植物）に対し危被害を発生させるおそれ

がないよう努める』

　などとなっているが、必ずしも、遵守されてはいない。

　

　２、農林水産航空協会、全国農林航空事業推進協議会「産業用無人ヘリコプターによ

る病害虫防除実施者のための安全対策マニュアル」には、以下の記載がある。

『９．緊急時の操作

　無人ヘリコプターを安全に飛行させることが困難な不測の事態が発生した時は、即時

に飛行を中止して下さい。その場合は、以下に示す緊急操作を行なって下さい。

〔緊急操作〕

操縦不能で散布区域外へ無人ヘリコプターが出て行きそうになったら、周囲の安全を確

認してから、次の操作を行い、機体を落として下さい。』

　すなはち、無人航空機は制御不能の際には、墜落させることとなっており、その際、

人の被害や物損、火災等が起こらないような墜落用地の確保が重要である。

　過去においては、無人ヘリコプターの落下衝突による散布関係者の死傷事故や、制御

不能となった無人ヘリコプターが日本海に没入した事例があった。

【参考１】登録申請に係る試験成績についての関係通知の一部改正案（イヌを用いた

１年間反復経口投与毒性試験）に関する【基本的意見】の再掲

　わたしたちは、地球上のひとつの生物としてヒトが生きるには、地球環境や生態系・

生物多様性の維持保全が大切だと考えます。

　ヒトの生活に役立てる目的で身の回りで使用される化学物質、なかでも、自然界にば

らまかれる農薬は、生き物の生存に影響を与えるものであり、たべもの（農作物、畜産

物、水産物など）に直接、間接的に残留するだけでなく、水や大気を汚染し、ヒトが摂

取することを避けられません。

　そのため、農薬は、多くの生き物を使い、何十もの試験を行なって、ヒトが食品・飲

料水・大気などから摂取する量が、生命現象に悪影響を与えないレベルかどうかを、さ

まざまな仮説にもとづいて、推定するわけです。

　しかし、ある農薬を使うと、それに耐性をもつ生き物が生まれ、また、新たな農薬を

開発し、そのための毒性試験を実施せねばならないという悪循環が続いています。

　-中略-

　昨今の貴省の農薬登録制度に関する農薬取締法省令や告示、通知などの改定をみると、

　新たな農薬の登録や適用拡大をしやすくする内容が多く、農薬の使用を減らしていこ

うという方向性がみえてきません。

　今回の登録申請に係る試験成績についての通知改定もその線上にあります。

　つぎつぎと、動物福祉に反する毒性試験をしてまで、新たな農薬を開発しつづける現

行の食糧生産方式は、地球上のすべての生き物にとって、マイナス要因となります。

あくまで、農薬に依存し、動物実験をしようとする貴省の方向性を改め、

出来る限り農薬使用を減らした食糧生産に主軸におくよう求めます。

 　以上


